
京都市保育所条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２９日 

京都市長  松 井 孝 治   

京都市規則第   号 

京都市保育所条例施行規則の一部を改正する規則 

京都市保育所条例施行規則の一部を次のように改正する。 

第３条第２項第２号ア中「８月」の右に「（一時預かり事業（児童福祉法第６条の３第７

項に規定する一時預かり事業をいう。以下同じ。）に係る保育を受ける場合にあっては、６

月）」を加え、同項第３号ア中「及び児童家庭支援センター」を「、児童家庭支援センター

及び里親支援センター」に改め、同号イ中「第６条の２の２第３項」を「第７条第２項」

に改め、「同項に規定する医療型児童発達支援を受ける場合及び」を削り、同号ウ中「第４

項」を「第３項」に、「厚生労働省令」を「内閣府令」に改め、同項第６号中「児童福祉法

第６条の３第７項に規定する」を削る。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の見出し

及び１０項を加える。 

（保育費用に関する特例） 

２ 令和６年９月から令和１０年８月まで（附則第４項において「特例期間」という。）の

各月分の保育費用の算定に限り、利用者の保護者等が京都市市税条例の一部を改正する

条例（令和２年１１月２５日京都市条例第１９号）第２条の規定による改正前の京都市

市税条例第３５条第２項第３号の規定（以下「均等割免除規定」という。）の適用を受け

ることにより、令和５年９月から令和６年８月までの期間において別表第１の世帯区分

のうち非課税世帯に当たるとして保育費用を徴収されたことがある利用者（附則第４項

に規定する利用者の保護者等が均等割免除規定の適用を受けることにより、同月分の保

育費用が第３条第２項第１号の規定により零とされた利用者に限る。）及び当該利用者

と同一の世帯に属する利用者に対する同表の規定の適用については、同表その他の世帯

の項中「２，５００」とあるのは、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

令 和 ６ 年 ９ 月 分 か ら 令 和 ７ 年 ８ 月 分 ま で １，０００  

令 和 ７ 年 ９ 月 分 か ら 令 和 ８ 年 ８ 月 分 ま で １，３００  
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令 和 ８ 年 ９ 月 分 か ら 令 和 ９ 年 ８ 月 分 ま で １，７００  

令 和 ９ 年 ９ 月 分 か ら 令 和 １ ０ 年 ８ 月 分 ま で ２，１００  

３ 前項の規定は、同項の規定の適用を受ける利用者（以下この項において「特例適用利

用者」という。）が次の各号のいずれかの場合に該当することとなった場合は、その該

当することとなった月分（第３号に掲げる場合にあっては、基準年度の９月分）から令

和１０年８月分までの保育費用の算定については、適用しない。 

 ⑴ 別表第１の世帯区分が非課税世帯となった場合 

⑵ 第３条第２項第５号の規定により保育費用を徴収しない場合 

 ⑶ 特例適用利用者の保護者等が基準年度分の地方税法の規定による市町村民税の同

法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割を課された場合 
 ⑷ 特例適用利用者が保育所を退所し、その後再び保育所、法第２７条第１項に規定す

る特定教育・保育施設又は法第２９条第３項第１号に規定する特定地域型保育事業所

（附則第５項において「保育所等」という。）に入所した際に当該特例適用利用者と同

一の世帯に属する他の児童（特例適用利用者である児童又は京都市子ども・子育て支

援法施行細則（以下「細則」という。）附則第２項の規定の適用を受けており、かつ、

令和５年９月から令和６年８月までの期間において時間外保育を受けたことがある児

童に限る。）が存しない場合 

４ 特例期間の各月分の保育費用の算定に限り、別表第２の世帯区分が均等割課税世帯で

ある利用者（利用者の保護者等が均等割免除規定の適用を受けることにより、令和６年

８月分の保育費用が第３条第２項第１号の規定により零とされた利用者及び当該利用

者と同一の世帯に属する利用者に限る。）に対する同条第１項第１号アの規定の適用に

ついては、同号ア中「別表第２に掲げる額」とあるのは、次の表の左欄に掲げる区分に

応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和６年９月分から令和７年

８月分まで 
零  

令和７年９月分から令和８年 別表第２に掲げる額に１００分の２５を乗じて得 

  



８月分まで 
た額（その額に１００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額） 

令和８年９月分から令和９年

８月分まで 

別表第２に掲げる額に１００分の５０を乗じて得

た額（その額に１００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額） 

令和９年９月分から令和１０

年８月分まで 

別表第２に掲げる額に１００分の７５を乗じて得

た額（その額に１００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額） 

５ 前項の規定は、同項の規定の適用を受ける利用者（以下この項において「特例適用利

用者」という。）が次の各号のいずれかの場合に該当することとなった場合は、その該当

することとなった月分から令和１０年８月分までの保育費用の算定については、適用し

ない。 

 ⑴ 別表第２の世帯区分がその他の世帯となった場合 

 ⑵ 第３条第２項第１号から第４号までの規定により保育費用を徴収しない場合 

 ⑶ 特例適用利用者が保育所を退所し、その後再び保育所等に入所した際に当該特例適

用利用者と同一の世帯に属する他の児童（特例適用利用者である児童又は細則附則第

２項の規定の適用を受けている児童に限る。）が存しない場合 

６ 令和６年７月から令和１０年６月まで（以下「特例期間」という。）の各月分の保育費

用の算定に限り、利用者の保護者等が均等割免除規定の適用を受けることにより、令和

５年７月から令和６年６月までの期間において別表第３の世帯区分のうち非課税世帯

に当たるとして保育費用を徴収されたことがある利用者（利用者の保護者等が均等割免

除規定の適用を受けることにより、同月に同表の規定を適用するとしたならば同表の世

帯区分のうち非課税世帯に当たることとなる者に限る。）及び当該利用者と同一の世帯

に属する利用者に対する別表第３の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる区分

に応じ、別表第３その他の世帯の項中次の表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

令和６年７月分から令和７年６月分まで 

２，３００  １，０００  

１，４００  ７００  

１，１５０  ５００  



   
 ７００  ３５０  

令和７年７月分から令和８年６月分まで 

２，３００  １，３００  

１，４００  ８００  

１，１５０  ６００  

７００  ４００  

令和８年７月分から令和９年６月分まで 

２，３００  １，６００  

１，４００  １，０００  

１，１５０  ８００  

７００  ５００  

令和９年７月分から令和１０年６月分まで 

２，３００  １，９００  

１，４００  １，２００  

１，１５０  ９００  

７００  ６００  

７ 前項の規定は、同項の規定の適用を受ける利用者（以下この項において「特例適用利

用者」という。）が次の各号のいずれかの場合に該当することとなった場合は、その該当

することとなった月分（第３号に掲げる場合にあっては、基準年度の７月分）から令和

１０年６月分までの保育費用の算定については、適用しない。 

 ⑴ 別表第３の世帯区分が非課税世帯となった場合 

⑵ 第３条第２項第６号の規定により保育費用を徴収しない場合 

 ⑶ 特例適用利用者の保護者等が基準年度分の地方税法の規定による市町村民税の同法

第２９２条第１項第２号に掲げる所得割を課された場合 

８ 特例期間の各月分の保育費用の算定に限り、利用者の保護者等が均等割免除規定の適

用を受けることにより、令和５年７月から令和６年６月までの期間において別表第４の

世帯区分のうち非課税世帯に当たるとして保育費用を徴収されたことがある利用者（利

用者の保護者等が均等割免除規定の適用を受けることにより、同月に同表の規定を適用

するとしたならば同表の世帯区分のうち非課税世帯に当たることとなる者に限る。）及

び当該利用者と同一の世帯に属する利用者に対する特例期間における別表第４の規定

の適用については、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、別表第４その他の世帯の項中次

の表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 



令和６年７月分から令和７年６月分まで 

２，６００  １，０００  

２，１００  ８００  

１，５００  ６００  

１，２００  ５００  

令和７年７月分から令和８年６月分まで 

２，６００  １，４００  

２，１００  １，１００  

１，５００  ８００  

１，２００  ６００  

令和８年７月分から令和９年６月分まで 

２，６００  １，８００  

２，１００  １，４００  

１，５００  １，０００  

１，２００  ８００  

令和９年７月分から令和１０年６月分まで 

２，６００  ２，２００  

２，１００  １，７００  

１，５００  １，２００  

１，２００  １，０００  

９ 附則第７項の規定は、前項の規定により保育費用を算定する場合について準用する。

この場合において、附則第７項第１号中「別表第３」とあるのは、「別表第４」と読み替

えるものとする。 

１０ 特例期間の各月分の保育費用の算定に限り、利用者の保護者等が均等割免除規定の

適用を受けることにより、令和５年７月から令和６年６月までの期間において別表第５

の世帯区分のうち非課税世帯に当たるとして保育費用を徴収されたことがある利用者

（利用者の保護者等が均等割免除規定の適用を受けることにより、令和６年６月に同表

の規定を適用するとしたならば同表の世帯区分のうち非課税世帯に当たることとなる

者に限る。）及び当該利用者と同一の世帯に属する利用者に対する同表の規定の適用に

ついては、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、別表第５その他の世帯の項中次の表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和６年７月分から令和７年６月分まで 
２，１００  ８００  

１，２００  ５００  



 
  

１，０５０  ４００  

６００  ２５０  

令和７年７月分から令和８年６月分まで 

２，１００  １，１００  

１，２００  ６００  

１，０５０  ５００  

６００  ３００  

令和８年７月分から令和９年６月分まで 

２，１００  １，４００  

１，２００  ８００  

１，０５０  ７００  

６００  ４００  

令和９年７月分から令和１０年６月分まで 

２，１００  １，７００  

１，２００  １，０００  

１，０５０  ８００  

６００  ５００  

１１ 附則第７項の規定は、前項の規定により保育費用を算定する場合について準用する。

この場合において、附則第７項第１号中「別表第３」とあるのは、「別表第５」と読み替

えるものとする。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第３条の改正規定（同条第２項第３号ウ

中「厚生労働省令」を「内閣府令」に改める部分を除く。）は、令和６年４月１日から施行

する。 

（子ども若者はぐくみ局幼保総合支援室） 


